



















































である。この中で準公費生は第 13 期（1913 年～






















第 13 期より第 19 期までの短期間に東亜同文書
院に入学した準公費生は、その数が合計 101 名で
あり、各期の人数は第 13 期 16 名、第 14 期 19 名、
第 15 期 10 名、第 16 期 14 名、第 17 期 11 名、第
















































































































































の準公費生数（第 13 期～第 18 期）
入学期 入学生歓 Ii事公費生数 名古屋市 愛知県準公費 準公資
第 13 期 (1913 年～ 1916 年｝ si 2 2 。
第 M 湖 (1914 年～ 1917 年｝ 102! 。 。 。
第 15 期（1915 年～ 1918 年｝ 107 2 2 。
第 16 期（1916 年～ 1919 年｝ 113(121)1 3 3 。
自信 17 期 (1917 年～ 1920 年｝ 115(117) 2 
第 18WI (1918 年～ 1921 年｝ l例｜ 。
出典： JI{！！［同文信院学籍簿（愛知大学教学線保管）
注 1 ：学籍簿をもとに、 2在者がカウントし去にまとめた。






名古屋市準公費 3 名／愛知県準公費 1 名、私立名
古屋中学校：名古屋市準公費 l 名となっている (11)0














亜同文書院県費派遣生ニ関スル規程J (1915 年 1


































入学期 氏名 卒業直後の その後の経歴車E犠先
第 15 矧 伊藤盛一 森村組 大'1$:窯業公司祭春出張所（名古屋市議公資生） (1922 年 12 月時点）
兄の経営する朝鮮商業通ta社、
市川弘 アメリカ伺学 東亜司E報通mi土の事業補助
（名古肢市単公費生） (3 年間） (1922 年）ー大阪・ 8本商業通
第 16lt 信社 (1925 年 8 月時点）
鈴木侶一郎 上御阿部市商店 大阪市・又ー隊式会社（名古屋市部公費生） (1928 年 11 月時点｝
第 17 期 服飾仁十郎 不明 機口にて大都洋行股立｛名古屋市治公費生） (19例年 11 月時点）
第 18 期 江野村準一 背ぬ伊東商会 浜松・遠州織妓株式会社（名古鹿市郡公費生） (1928 年 11 月時点｝
出典：『沼友J 6、 125 頁 0917 年）、岡 10、 28 頁 0919 年）、岡 17、回頁（1921
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